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平成27年度上期   

「地域密着型金融推進」の取組状況 
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１．地域密着型金融推進の基本方針 

「健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」を経営理念とする当行は、常に環境変化
を先取りし、質の高いサービスの提供を通して、地域とともに成長することを目指しております。 
 当行では、長期経営計画を着実に進めることが地域密着型金融の推進そのものであると位置づけ、
取組んでおります。 
 また、「八十二銀行の金融円滑化への取組方針」（※）を定め、お客さまの資金需要やお借入条
件の変更等のご要望について真摯に対応しております。 
  

※「八十二銀行の金融円滑化への取組方針」はホームページで公表しております。 
                                  → http://www.82bank.co.jp/hp/menu000003500/hpg000003423.htm 

経営理念 

日本の真ん中で輝いている銀行 

「健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」 

長期ビジョン 

長期経営計画 

第30次長期経営計画 
（平成27年4月～平成30年3月） 『地域活力創造銀行への変革』 

 
 

地域活力を創造する 
■地域産業競争力の強化 
■まちづくり・ひとづくり 
 への貢献 

お客さま利便性を 
進化させる 
■お客さま接点の強化 
■お客さま対応力の向上 

企業力を向上させる 
■収益源の多様化 
■環境経営の深化 
■従業員の活躍フィールド拡大 

 ※「八十二銀行の金融円滑化への取組方針」に則った対応  
【地域密着型金融の推進】 
  お客さまへの長期・安定的な金融仲介機能、 
    コンサルティング機能のご提供 

 

地域経済の発展 
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２．態勢整備の状況 

 八十二銀行では、営業店と本部が連携し、グループ企業や外部専門家・外部機関などの幅広いネット
ワークを活用してお客さまの経営課題の解決に取組んでおります。 

  営業店 

グ 
 

ル 
 

ー 
 

プ 
 

企 
 

業 

  
外部専門家・外部機関 

 
 
・税理士及び税理士会 
・中小企業診断士及び 
  中小企業診断協会 
・経営指導員及び 
  商工会議所、 
  商工会、各連合会 
・弁護士、公認会計士 
・経営コンサルタント 
・長野経済研究所所属の 
  アドバイザー 
・公的機関及び支援事業者 
・中小企業再生支援協議会 
・認定経営革新等支援機関 
・地域経済活性化支援機構 
・事業再生ファンド 
・事業再生ADR解決事業者    
                等 

                   中小企業等のお客さま 

経営課題のご相談 ▼ ▲ 最適なソリューション提供 

連携 
協働 

連携 
協働 

報告・協議 ▼ ▲ 指示 

・事業、財務の現状分析や改善策の検討 
・事業内容や成長可能性を適切に評価（事業性評価） 
・経営改善計画策定、実行支援 等 

  本部（再生支援関連）   本部（営業支援関連） 

・ビジネスマッチング 
・海外進出支援 
・事業承継コンサルティング 等  

・経営改善、事業再生支援 
・各種再生スキームの実行 等 

金融円滑化管理部門  管理責任者：取締役  運営：融資統括部 

取締役会等 

報告・協議 ▼ ▲ 指示 
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３．顧客企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮  

  事業計画策定支援への取組み 
 中小企業庁が交付する「創業・第二創業促進補助金」
や「ものづくり・商業・サービス革新補助金」などの申
請支援を通じて、経営革新等支援機関（認定支援機関）
として事業計画策定支援に積極的に取組みました。 
 
 

（平成２７年度上期実績） 
補助金申請支援       ３２６件 

 「信州ベンチャーコンテスト2015」の開催 （平成 27年9月） 
  
 
 
 信州を元気にする新規のビジネスアイディアやビジネ
スプランの実現を目指す皆様をサポートするため、長野
県等と連携し、「信州ベンチャーコンテスト2015」を開
催いたしました。 
昨年に続き２度目 
の開催となる今回 
は８９件の応募が 
ありました。 

 創業応援資金＜テイクオフ＞の取扱開始 

  

（平成２７年度上期実績）   
長野県内創業支援先数        １０３先 ※ 

 起業・創業に関心のあるお客さま
をワンストップかつスピーディー
に支援するため、創業応援資金＜
テイクオフ＞の取扱いを開始いた
しました。専門家派遣を通じた創
業後のアフターフォローの枠組み
や地域のコワーキングスペースと
連携し、創業者を伴走的に支援し
ております。 

※ 事業計画策定支援など融資実績を伴わない支援も含む。 

（平成２７年度上期実績）   
創業応援資金＜テイクオフ＞ ５１件／１６９百万円 

創業・新事業開拓支援への取組み 

 創業をお考えの方、新分野への事業展開に取組んでいる企業の皆様のために、資金面・事業面での支援を行っており
ます。医療福祉分野では、医院開業や介護事業参入、農業分野における６次産業化や異業種からの参入、環境分野にお
ける再生可能エネルギー関連事業への参入支援に加え、補助金等の公的助成制度申請支援等、新事業展開を計画段階か
ら幅広く支援を行っております。 

◆ 起業・創業支援 

  第30次長期経営計画の主要施策「地域産業競争力の強 
 化」の目標として、長野県内創業支援先数を3年間で600  
 先と定めました。 
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（平成２７年度上期実績） 

 ビジネスマッチング成約件数：１，５８５件  

成長基盤強化に向けた取組みに対する融資 
３０８件／１３２億円（平成２７年度上期実績） 

  「首都圏バイヤー＆シェフチャレンジ」 
  「地域再生・活性化ネットワーク」に参加する地方銀行９行   
 が連携したビジネスマッチングを開催いたしました。 
  各地域の特産品を製造・販売するお客さまと、地域発の  
 食材や商品を積極的に採用したいと考える首都圏のバイ   
 ヤーやシェフとの商談機会を創出いたしました。 
  長野県内からは、スパークリングワインや信州サーモン、 
 シカ肉等の４品が出展されました。 
  
 
 
                                                      

 

３．顧客企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮  

成長段階における支援への取組み ① 

◆ 次世代産業への取組み 
      地域産業の競争力を強化するため、次世代・成長産業の 
 育成支援に取組んでおります。 

  航空宇宙産業 
 ・利子補給制度、地域活性化ファンド、専門家派遣等の 
  ソリューション提供による企業支援 
 ・「信州大学航空機システム共同研究講座」設立に向けた、  
  産学官金連携   
  メディカル、ヘルスケア産業 
 ・「医療・福祉機器分野参入促進セミナー（平成２７年６月）」 
  の開催 
 ・「長野県次世代ヘルスケア産業推進協議会」 
  「医療・ヘルスケア機器研究会」等、各推進団体へ参画 
  ＩＣＴ産業 
 ・長野市のＩＣＴ産業振興施策立案にあたり、長野県や有識 
  者を集めた検討会を定期的に開催 
 ・長野県のＩＴ人材誘致施策である「まちなか・おためしラ 
  ボ」の移住者用住居として、当行社宅を無償貸与 

◆  ビジネスマッチング 
  お客さまの成長をサポートするため、国内外における各  
 種商談会の企画・開催による販路開拓支援など、多様な  
 ビジネスマッチングの機会を提供してまいりました。 

◆ 地域経済成長基盤強化に向けた資金供給 
  日本銀行の「成長基盤強化を支援するための資金供  
 給」に対応し、医療・福祉、環境対策、農業などの地域経  
 済の成長を下支えする１８項目の取組みに対する資金 
 供給を強化しております。 
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３．顧客企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮  

 ビジネス交流会・セミナー・商談会の開催 
 
 〈 6月 〉 
   ・大連地方銀行合同企業交流会2015（大連） 
   ・香港・華南地区 日系企業ビジネス交流会（香港） 
   ・Mfair バンコク2015ものづくり商談会（バンコク） 
   ・八十二海外ビジネスセミナー（長野市・伊那市） 
   ・JICA中小企業海外展開支援事業紹介セミナー 
                                                                （上田市） 
 〈 7月 〉 
     ・中国主要都市ビジネスセミナー 
                （北京・大連・蘇州・上海・重慶） 
     ・長野県企業交流会・セミナー（ハノイ） 
 
 〈 8月 〉 
      ・青島・地方銀行合同企業交流会2015（青島） 
 
 〈 9月 〉 
      ・ＦＢＣ上海2015（日中ものづくり商談会）（上海） 
   

  

  
 お客さまのグローバル展開に伴う資金ニーズにさまざま
な方法で対応しております。香港支店では人民元建融資の
取扱いに加え、タイバーツ建のタイ向けクロスボーダー融
資を取扱うなど多様化するお客さまのニーズに対応してお
ります。 
 6月には国際協力銀行（JBIC）とも融資枠設定に関する
協定を締結し、お客さまの外貨調達メニューを拡充いたし
ました。 

 資金調達のサポート 

  成長段階における支援への取組み ② 

◆  海外進出支援 
  地方銀行有数のアジアネットワークを活かし、海外拠点 
 と市場国際部のスタッフがお客さまの海外販路開拓支援 
 や海外進出、進出後の事業展開など、幅広いサポートを  
 実施しております。 
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 企業支援の専門部署である融資部企業支援室と同調査グループが、業績改善に取組んでいるお取引先に対し、経営改善計
画の策定と実行を営業店と一体となって積極的に支援しております。また、コンサルティング機能の発揮を図り、経営改善支援
から事業の成長に資するソリューションの提供にも力を入れてまいりました。 

 中小企業再生支援協議会などの外部機関との連携による各種再生スキームを活用した抜本策の実行や、「信州再生支
援ネットワーク会議」「信州経営サポートミーティング」の運営、地域経済活性化支援機構との連携による「ALL信州
観光活性化ファンド」の設立など、外部連携をさらに強化しております。 

 経営改善支援の実績 （平成２７年度上期実績 ）    

３．顧客企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮  

 経営改善支援取組み率（α/Ａ） ４２．４％ 

   経営改善支援取組み先数（正常先を除く）α  １，４３９先 

   期初債務者数（正常先を除く）Ａ ３，３９２先 

 再生計画策定率（δ/α） ６３．６％ 

   再生計画策定先数（正常先を除く）δ ９１６先 

   経営改善支援取組み先数（正常先を除く） α  １，４３９先 

 ランクアップ率（β/α） ８．２％ 

   ランクアップ先数（正常先を除く）β １１８先 

   経営改善支援取組み先数（正常先を除く）α  １，４３９先 

経営改善支援、事業再生支援への取組み  
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 事業承継や事業の選択と集中、事業の多角化など企業の課題解決に向け、事業の売却や買収に対する戦略立案から相
手先の発掘、成約まで一貫した支援を行っております。 

事業承継サポートチーム 
〈総合窓口〉 

八十二銀行法人部 

八十二キャピタル 
（資本施策／公開支援） 

長野経済研究所 
（人事コンサル） 

八十二システム開発 
（ＩＴ化構築支援） 

長栄 
（不動産コンサル） 

昭和商事 
（保険コンサル） 

八十二銀行法人部 
（Ｍ＆Ａ／信託） 

各種専門機関 
（組織活性化／人材育成） 

税理士 
公認会計士 
司法書士 

事業承継 

 サポートチーム  

  企業経営者   

３．顧客企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮  

 Ｍ＆Ａセミナーの開催 

  平成２７年９月、県内２会場にて「中堅・中小企  
 業のためのＭ＆Ａセミナー」を開催いたしました。 
  持続的かつ飛躍的な 
 成長を目的としたお客 
 さまのＭ＆Ａニーズを 
 幅広くサポートしてま 
 いります。 

事業承継コンサルティング実施 

        うち有料受託 

７２社 

９社 

税理士等を活用した事業承継支援 ９件 

Ｍ＆Ａ案件成約 ３件 

信託業者への遺言信託取次ぎ ２件 

 事業承継・Ｍ＆Ａ（平成２７年度上期実績） 

事業承継支援への取組み  
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３．顧客企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮  

 不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の推進 

 ・平成２５年１２月に公表された「経営者保証ガイドライン」の趣旨を職員に徹底するとともに、不動産担保・個人保証に 
 過度に依存しない融資手法としてABL「流動資産担保融資」を推進しております。 
  平成２７年９月末時点のABL利用実績：１４０先／残高１４８億円  
 ・「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を踏まえ、経営者等の個人保証に依存しないお借入れの促進 
 のために、新規融資、保証契約の見直し（保証人解除・保証金額見直し）、保証債務整理時においてお客さまの意向 
 や経営状況等を確認の上、「経営者保証ガイドライン」を活用した取組みを行っております。 
  平成２７年度上期 経営者保証ガイドライン活用件数：２，１２０件 

 目利き力の発揮、 事業性評価への取組み 
  ・目利き力およびお客さまへの支援スキル伸張を目的として、実践を想定した 
    各種研修を行い、延べ６２名の職員が受講いたしました。 
  ・さまざまなライフステージにあるお客さまの事業内容や成長可能性などを 
  適切に評価する取組みを強化しております。 
 ・お客さまの経営課題を解決するため、外部専門家と連携した支援を行いました。 
   中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業等の活用 ：３９件 
   外部専門家を活用した取引先支援 ：２４件 
   長野県よろず支援拠点等の活用：９１件 

 金融円滑化への取組み 
 ・複数の金融機関からお借入れされているお客さまから、お借入条件の変更等のお申出をいただいた場合には、守秘義務 
  の遵守、お客さまの同意を前提に、お客さまがご利用になっている他の金融機関や政府系金融機関、独立行政法人住宅 
  金融支援機構、信用保証協会等と緊密な連携を図り、円滑に対応いたします。 
 ・また、事業再生ＡＤＲ手続きの実施依頼の確認や地域経済活性化支援機構からの債権買取申込み等に対しても、当該関   
   係者と緊密に連携し、適切な対応に努めてまいります。 

その他の取組み 



４．地域経済の活性化への貢献   
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 地方創生プロジェクトチームの設置 （平成２７年４月） 
 地方自治体が策定する「地方版総合戦略」への関与や地域振興施策など地方創生事業の立案サポートを目的とした  
  専門チームを設置いたしました。「地方版総合戦略」の策定に対しては、地域金融機関として地域活力の創造を目  
 指したアドバイスや具体的な事業提案、各種サポートを行うとともに、共通してニーズの高い「移住」「企業誘 
 致」「観光」「創業支援」などのテーマを中心に支援を行っております。 

 「ALL信州観光活性化ファンド」による第１号案件への投資実行（平成２７年８月） 
 ・地域経済を支える観光産業の発展に向けた取組支援を目的に設立した「ALL信州観光活性化ファンド」が、長野県 
   山ノ内町で事業展開する観光まちづくり会社「㈱WAKUWAKU やまのうち」に、投資実行をいたしました。 
 ・今回の投資は、観光商品企画や街並み整備などに活用されます。当行はこうした取組みを㈱地域経済活性化支援機 
  構（REVIC）の専門家とともに支援しております。観光地に賑わいをもたらす地域活性化モデルを実現し、長野県 
   全体への展開を図ってまいります。 

 長野県の魅力発信 
 ・東京・銀座の長野県情報発信拠点「銀座NAGANO」に当行職員を派遣し、長野県の魅力発信を通じて信州のファン 
   作りや移住相談に取組んでおります。 
 ・また、「信州の人口増加」に資する支援の一環として、長野県外から長野県内への移住希望者に対して特別金利の  
  住宅ローン「信州☆移住特別ローン」の取扱いを開始いたしました（平成２７年６月）。県外店舗に配置した住宅  
  ローン担当者を中心に、お客さまからの移住相談ニーズに幅広く対応しております。 

  地方創生に向けた連携協定締結 
  ・ 互いの人的資源や知的資源を活用して相互の幅広い連携と協力関係を深め、共に地方創生に取組むことで新たな  
   地域活力の創出に寄与することを目的に、平成２７年４月に長野県と地方創生に向けた連携協定を締結いたしま 
  した。日本一創業しやすい環境づくりや信州の産業創出、信州の人口増加と信州ファンを増やす取組みなど、 
  さまざまな相互連携により地域活力を創造してまいります。 
 ・また、７月には長野市と「地域活力の創出に向けたアドバイスパートナー協定」を、さらに松本市と「健康寿命 
   延伸都市・松本の創造に向けた連携協定」をそれぞれ締結いたしました。 

地域と一体となった地域活性化への取組み 
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５．地域やお客さまに対する積極的な情報発信   

 当行では、「『地域密着型金融推進』の取組状況」について、ニュースリリースやインターネットホームページを通じて皆さま
へお知らせするほか、ディスクロージャー誌の発行や投資家の皆さま向け説明会等により、積極的に取組状況をお知らせし
ております。 

【機関投資家・アナリスト向け会社説明会】  

【ディスクロージャー誌・ＣＳＲレポート】  【ミニディスクロージャー誌】  


